
1. 法案は以下のリンクからアクセスできます。
https://www.gld.gov.hk/egazette/pdf/20212511/es32021251114.pdf

2. このアラートで取り上げた改定案に加え、本法案は、（i）裁判所外合併に関する現行の査定実務慣行の成文化、
（ii）特定の資産を売却せずに譲渡または承継する場合の税務上の取扱い、（iii）近い将来に向けて電子申告書
の提出のための法的裏付けの確保として、IROの改定を目的としています。

多くの利害関係者が、収入総額に対して課される外国税額について損金算入を認めて
もらうため、内国歳入局（以下、「IRD」）の従来の査定実務慣行を復活させるように政府
に働きかけています。また、利害関係者らは、この2019年7月まで適用されていた査定
実務慣行の復活が、納税者にとって有利になるだろうと言及しています。

いくつかの懸念に対処するために、香港政府は、以下を目的とした2021年度内国歳入
法改定案（雑則）（以下、「法案」）1、2を直近で公表しています。

（a）非利子所得（ロイヤルティ収入など）で収入総額に対して課される外国税額が、香
港との包括的二重課税防止協定を締結していない国・地域（すなわち、香港との非
CDTA締結国・地域）で納付された場合、損金算入が認められるようになります。ま
た、香港居住者も香港非居住者もこの損金算入の対象になります。

（b）収入総額に対して課される外国税額が、香港非居住者により、香港とのCDTA締結
国・地域で納付された場合、損金算入が認められるようになります。

（c）香港非居住者は、上記（a）及び（b）で言及された、外国にて納付された税額の香港
での損金算入について、当該香港非居住者の居住地国において二重課税が排除
（損金算入などにより）されない場合にのみ、損金算入が認められるという新たな制
限条件が追加されます。

本法案の可決を前提として、当該改定案は、2021年4月1日以降の査定年度から適用
されます。すなわち、IRDの従来の査定実務慣行を遡及的に復活させることはありませ
ん。

この改定案は複雑ですので、本法案が業務にどのような影響を与えるか、または本法
案にご意見がある場合は、ご担当の税務専門家にご相談ください。
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外国税額の損金算入に関するIRDの査定実務
慣行の変更による影響

2019年7月に実務解釈指針第28号の改訂（以下、「改
訂DIPN 28」）が公表される以前、内国歳入法（以下、
「IRO」）のセクション16（1）に含まれる一般的な損金算
入に関する規定に従い、収入総額に対して課される外
国税額（利子所得やロイヤルティ収入に対する源泉徴
収税など）は損金算入が認められていました。

しかし、改訂DIPN 28において、IRDは一般的に、利益
又は所得に対する租税は利益の処分であり、IROのセ
クション16（1）に基づく損金算入可能な支出又は費用
ではないと述べています。具体的には、改訂DIPN 28で
は、「セクション16（1）（c）の規定を前提として、利益又
は所得に対する外国税額（例：ロイヤルティ収入、ライセ
ンス料、サービス料、マネジメント料に対する源泉税）は
損金不算入となる」ことを述べています。ただし、セクショ
ン16（1）（c）の規定では、セクション16（2J）の適用を前
提に、特定の利子所得3に対する香港との非CDTA締結
国・地域で納付された外国税額に対してのみ、損金算
入を認めています。

利子所得に対する外国税額

当該査定実務慣行の変更により、香港との非CDTA締
結国・地域で納付された外国税額のうち、利子の特徴を
表す特定の所得についてのみ、IROのセクション16（1）
（1）の特定の規定に基づいて損金算入が可能になりま
す。

これに応じて、香港居住者が香港とのCDTA締結国・地
域において利子所得に課された外国税額を納付した場
合、当該外国税額はIROのセクション16（1）（c）に基づく
損金算入が認められず、関連するCDTAに基づいて税
額控除のみが可能となります。

香港非居住者が利子所得に対する外国税額を香港と
のCDTA締結国・地域で納付した場合、当該香港非居住
者は、香港居住者と同様に、IROのセクション16（1）（c）
に基づく損金算入が認められません。しかし、香港との
CDTAは香港非居住者に適用されないため、そのような
香港非居住者は、居住地国で納付された外国税額につ
いてのみ、二重課税の排除を求めることが可能です。そ
うでなければ、当該香港非居住者が納付した外国税額
に関する二重課税が排除されません。

非利子所得に対する外国税額

ロイヤルティ収入、マネジメント料、サービス料など、収
入総額に対して課される外国源泉税については、IRDの
査定実務慣行の変更により、IROのセクション16（1）に
基づいて損金算入ができなくなりました。すなわち、香港
での片務的な税額控除は認められません。

しかしながら、香港居住の納税者は、香港とのCDTA結
国・地域で納付された外国税額について、関連する
CDTAに基づく税額控除により、二重課税の排除が認め
られます。香港非居住の納税者は、該当する居住地国
で納付した外国税額に対してのみ、二重課税排除が認
められます。

IRDの従来の査定実務慣行を復活させるための
働きかけ

利害関係者は、収入総額に対して課される外国税額に
もかかわらず、すべての納付済み外国税額について、
IROのセクション16（1）に基づき損金算入が認められな
くなるという、IRDが長年にわたって確立されてきた査定
実務慣行を変更することに対する法的根拠について懸
念を表明しました。同関係者は、当該変更は、香港の金
融センター及び知的財産のハブとしての魅力を減退す
ると考え、IRDに従来の査定実務慣行を復活させるよう
要請しています。

これらの懸念に対応するために、香港政府は現在、特
定の状況で納付された外国税額の損金算入を認め、
IRDの従来の査定実務慣行を部分的に復活する法案を
提出しています。

しかしながら、それと同時に、当該法案は、香港非居住
者が納付した外国税額について、IROに基づき損金算
入する前に香港非居住者が満たすべき制限条件を新た
に追加しています。
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3. セクション15（1）の（f）、（g）、（i）、（ia）、（ib）、（j）、（k）、（l）、（la）、又は
（lb）に従い、香港で課税対象とみなされる所得です。
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本法案の改定案

本法案は、IROの関連条項に次の変更を提案しています。

特定の利子所得に対する外国税額の損金算入

• セクション16（2J）を改定し、香港居住者や香港非居
住者が香港との非CDTA締結国・地域で納付した、特
定の種類の利子所得に対する外国税額について適
用されるIROのセクション16（1）（c）に基づく現在の損
金算入の適用範囲を拡大し、香港非居住者が香港と
のCDTA締結国・地域で納付した外国税額も対象とな
るようにします。

この拡大の背景は、香港とのCDTAは香港非居住者
に適用されないことを理由にしています。このように、
香港非居住者は香港居住者と異なり、香港とのCDTA
締結国・地域で納付した外国税額について、香港との
CDTAに基づいて税額控除を適用することができませ
ん。したがって、本法案では、下記の新たな制限条件
に従い、当該香港非居住者が納付した当該外国税額
について、損金算入することができることを提案してい
ます。

• 新セクション50AA（2A）及び（3A）において、香港非
居住者が納付する外国税額（香港とのCDTA締結国・
地域又は香港との非CDTAの締結国・地域のいずれ
か）を損金算入するにあたって事前に満たすべき新た
な制限条件をIROに追加することを提案しています。

提案されているこれらの制限条件の下で、このような
香港非居住者が納付した外国税額は、当該香港非居
住者の居住地国において二重課税が排除（損金算入
などにより）されない場合にのみ、香港での損金算入
が認められます。

非利子所得で収入総額に対して課される外国税額の
損金算入

• セクション16（1）（ca）が新たに追加され、セクション
16（2J）を改定し、非利子所得（ロイヤルティ収入な
ど）で収入総額に対して課される外国税額について、
以下のいずれかの場合において、損金算入が認めら
れます。
（i）香港居住者が香港との非CDTA締結国・地域で納
付した外国税額

（ii）香港非居住者が香港とのCDTA締結国・地域及び
非CDTA締結国・地域で納付した外国税額

上述と同様に、香港非居住者が納付した外国税額は、
当該香港非居住者の居住地国において二重課税が
排除（損金算入などにより）されない場合にのみ、香
港での損金算入が認められます。

このアラートの別添の表1と表2は、（i）香港居住者と、
（ii）香港非居住者が納付する様々な種類の外国税額に
ついて、改訂DIPN 28に記載されている現行の査定制度
に基づく税務上の取扱いと、本法案で提案されている損
金算入制度に基づく税務上の取扱いを比較したものを示
しています。

適用日

本法案の可決を前提として、当該改定案は、2021年4
月1日以降の査定年度から適用されます。すなわち、
IRDの従来の査定実務慣行を遡及的に復活させること
はありません。

論評

香港非居住者が、利子所得と非利子所得の両方につい
て納付された外国税額を香港で損金算入する前に、本
法案に基づく新たな制限条件を満たすことは、原則的に
も実務的にも面倒になるでしょう。

原則として、香港非居住者の居住地国においても同じ
外国税額について二重課税の排除が可能である場合、
香港が当該外国税額について、IROに基づく損金算入を
通じて二重課税の排除を認めるかどうかが問題となりま
す。

香港の税収に影響を与えるとはいえ、IROに基づいて損
金算入により二重課税の排除を認めることは、香港税
制の魅力を高めるでしょう。一般的に認められた国際税
務上の規範やルールの下で、香港が上述の税務上の
取扱いを望むのか、或いはこのような税制を認めるのか
が問題となります。

実務上の問題は、そのような香港非居住者が納付した
外国税額について、当該香港非居住者の居住地国にお
いて二重課税が排除されていないことを証明するために、
どのような証拠をIRDに提出する必要があるかということ
です。

また、もう一つの問題は、どのような種類の外国税額が
所得の総額に対して課されたものとみなされるのかとい
うことです。利子所得やとロイヤルティ収入は、通常、所
得の総額に対して課されますが、マネジメント料や技術
サービス料などの他の多くの種類の所得は、名目上の
税率を適用する前にみなし利益率を適用することによっ
て課される場合があります。本法案では、（i）後者の基
準で課された外国税額も所得の総額に対して課された
ものとみなされるかどうか、及び（ii）納税者が実際に得
られた利益を反映させるためにみなし利益率にて納付し
た外国税額の修正を請求できる選択権を有する場合に
おいて状況が変わるかどうかは、明確ではありません。

本法案が業務にどのような影響を与えるか、または本
法案にご意見がある場合は、ご担当の税務専門家にご
相談ください。
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別添

（i）香港居住者、及び（ii）香港非居住者が納付する様々な種類の外国税額について、改訂DIPN 28に記載されている
現行の査定制度に基づく税務上の取扱いと、本法案で提案されている損金算入制度に基づく税務上の取扱いを比較
した結果が以下の表1と表2にそれぞれ示されています。
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外国税額の種類
改訂DIPN 28に記載されている

現行の査定制度
本法案で提案されている損金算入制度

利子所得に対する外国税額が、
香港とのCDTA締結国・地域
で納付された場合

損金算入不可。納税者は、関連する
CDTAに基づく税額控除を通してのみ、

二重課税の排除が可能

損金算入不可。納税者は、関連する
CDTAに基づく税額控除を通してのみ、

二重課税の排除が可能

利子所得に対する外国税額が、
香港との非CDTA締結国・地
域で納付された場合

損金算入可能 損金算入可能

非利子所得で収入総額に対し
て課される外国税額が、香港
とのCDTA締結国・地域で納
付された場合

損金算入不可。納税者は、関連する
CDTAに基づく税額控除を通してのみ、

二重課税の排除が可能

損金算入不可。納税者は、関連する
CDTAに基づく税額控除を通してのみ、

二重課税の排除が可能

非利子所得で収入総額に対し
て課される外国税額が、香港
との非CDTA締結国・地域で
納付された場合

損金算入不可
損金算入可能

（すなわち、IRDの従来の
査定実務慣行の復活）

表1:香港居住者が納付した外国税額

外国税額の種類
改訂DIPN 28に記載されている

現行の査定実務制度
本法案で提案されている損金算入制度

利子所得に対する外国税額が、
香港とのCDTA締結国・地域で
納付された場合

損金算入不可
一連の新たな要件が満たされた場合、

損金算入可能

利子所得に対する外国税額が、
香港との非CDTA締結国・地
域で納付された場合

損金算入可能
一連の新たな要件が満たされた場合、

損金算入可能

非利子所得で収入総額に対し
て課される外国税額が、香港
とのCDTA締結国・地域で納付
された場合

損金算入不可
一連の新たな要件が満たされた場合、

損金算入可能

非利子所得で収入総額に対し
て課される外国税額が、香港
との非CDTA締結国・地域で納
付された場合

損金算入不可
一連の新たな要件が満たされた場合、

損金算入可能

表2:香港非居住者が納付した外国税額
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